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１ 

 

調査の概要 

調査の目的  

少子高齢社会が進展し、地域におけるコミュニティの重要性が増している現在において、身近な買い物

の場である商店街は、地域住民の交流の場を提供する「地域コミュニティの担い手」 としての役割への期

待が大きくなってきている。本調査は、市内の商店街団体の組織や活動の状況、空き店舗の状況や抱え

ている課題等を定期的に把握し、今後の商店街振興施策の基礎資料とするものである。 

調査の実施概要 

（１） 調査対象 市内 307 商店街 

（２） 調査方法 郵送(配付・回収)によるアンケート方式 

（３） 調査期間 令和５年 10 月～11 月 

（４） 調査票配付数・回収数 調査票配付数 307 有効回収数 241 有効回収率 78.5％ 

（５） 調査結果の見方  

① 図表表中のｎは該当設問での回答者数を表す。 

② 百分比はｎを１００%として算出し、少数第２位を四捨五入して少数第１位まで示している。この 

ため、百分比の合計が１００%に満たない場合や、上回る場合等がある。 

③ 本調査の分析に際し、平成 30 年度、令和 2 年度に実施した「商店街実態調査」と比較が可 

能なものに関し、経年比較を行っている。本文中『平成 30 年度』『令和 2 年度』と表記のあるも

のについては、この調査を示している。 

④ 複数回答の質問のグラフは基本的に令和 5 年度調査の全対象者の降順（大きい順）で表記し

ている。 

⑤ 回答が 10 以下のものに関しては参考値とし、原則コメントは省略している。 

  



 

２ 

 

調査結果 

商店街の区構成比 

 

図表 2- 1 商店街の区構成比 

 

  

区 件数 割合

青葉区 16 6.6%

旭区 7 2.9%

泉区 7 2.9%

磯子区 13 5.4%

神奈川区 20 8.3%

金沢区 15 6.2%

港南区 4 1.7%

港北区 22 9.1%

栄区 3 1.2%

瀬谷区 7 2.9%

都筑区 8 3.3%

鶴見区 24 10.0%

戸塚区 11 4.6%

中区 41 17.0%

西区 18 7.5%

保土ケ谷区 16 6.6%

緑区 5 2.1%

南区 4 1.7%

合計 241 100.0%



 

３ 

 

商店街の形態 

商店街は「住宅街」に立地する「近隣型」が多く、組織の代表者、役員はともに 60 代以上が過半

数を占める。「任意団体」での運営がほとんどで、加盟率は減少している。 

 

商店街のタイプで多く見られるものは全体の 49.0％を占める「近隣型商店街」、32.0%を占める

「地域型商店街」である。立地環境で見ると、46.9%を占める「住宅街」が最も高い。組織形態で

見ると「任意団体」が 70.5%と突出している。 

 

商店街のタイプ 全体 （n=241） 

 

図表 2- 2 商店街タイプ 

 

  

近隣型商店街 ： 主に近隣住民が徒歩、自転車で来街して日常の買い物をする商店街

地域型商店街 ： 鉄道駅に近接し、主に区内の住民が徒歩、自転車、バス等で来街して日常の買い物をする商店街

広域型商店街 ： 鉄道駅に近接し、百貨店、量販店等を含む大型店があり、主に電車や自動車による区内外からの来街者が多い商店街

超広域型商店街 ： 鉄道駅に近接し、有名専門店、高級専門店を中心に構成され、市外も含む遠距離からの来街者が多い商店街

その他の商業エリア等 ： 上記１～４にあてはまらない商業エリア、複数の要素を持つ商業エリア等



 

４ 

 

来街してほしいターゲット層の中心は「主婦・主夫」、「親と子（２世代）」、「夫婦・カップル」となって

いる。 

 

来街してほしいターゲット層 全体 （n=241）  

 
図表 2- 3 来街してほしいターゲット層 

  



 

５ 

 

商店街代表者の年齢については「70 代以上」が 37.3%を占め、60 代以上が 6 割超となってい

る。 

 

代表者の年齢 全体 （n=241） 

 

 

図表 2- 4 代表者の年齢 

 

役員の年齢構成については「70 代以上の平均割合」が 31.4%、「60 代の平均割合」が 22.1%を

占め、60 代以上の平均割合が過半数となっている。 

 

役員の年齢構成 全体 （n=241） 

 

 

図表 2- 5 役員の年齢構成 

 



 

６ 

 

役員の年齢構成について立地する区別で見ると、神奈川区、鶴見区では 70 歳以上の平均割合

が半数前後と高く、60 代以上が 6 割超であるのに対して、戸塚区、青葉区、西区、中区では 30

～50 代が過半数を占めている。 

 

役員の年齢構成 立地する区別 

 

図表 2- 6 役員の年齢構成 立地する区別 

  



 

７ 

 

会員総数について全体で見ると、「21～50 名以下」が 38.6%を占め、最も高い。経年で見ると、

会員総数に大きな変化は見られない。 

 

会員数 全体 （n=241）  

会員総数＝正会員＋準・賛助会員＋その他 

 

図表 2- 7 会員総数 

  

21 名以上 

71.0％ 

会員総数 正会員 準・賛助会員 その他

12,861名 11,710名 989名 162名



 

８ 

 

会員総数 経年比較  

全対象者 令和 5 年度 (n=241) 令和 2 年度 (n=249) 平成 30 年度 (n=231) 

 

 
図表 2- 8 会員総数 経年比較 

  



 

９ 

 

会員総数について立地する区別で見ると、中区は「101 名以上」が 17.1%を占め、青葉区、磯子

区、神奈川区、鶴見区、保土ケ谷区等より会員数が大規模な商店街が多い。一方、磯子区では

「50 名以下」が 92.3％、鶴見区では 75.0％、保土ケ谷区では 62.5％を占め、より会員数が小

～中規模の商店街が中心となっている。 

 

会員総数 立地する区別 

 

図表 2- 9 会員総数 立地する区別 



 

１０ 

 

加盟率の変化について全体で見ると、「減少した」が 45.6%を占め、「増加した」の 14.1%を大幅に

上回っている。経年では、「増加した」は令和 2 年度から 7.6 ポイント低下しているのに対して、

「減少した」は令和 2 年度から 4.2 ポイント上昇している。 

 

加盟率の変化 全体 （n=241） 

 
図表 2- 10 加盟率の変化 

 

 

加盟率の変化 経年比較 

全対象者 令和 5 年度 (n=241) 令和 2 年度 (n=249) 平成 30 年度 (n=231) 

 

図表 2- 11 加盟率の変化 経年比較 

 

  



 

１１ 

 

加盟率の変化について立地する区別で見ると、戸塚区では「増加した」が 45.5%、金沢区、青葉

区、保土ケ谷区、中区では 2 割前後を占める。一方で、鶴見区では「減少した」が 70.8％を占

め、ほとんどの区を上回っている。 

 

加盟率の変化 立地する区別 

 

図表 2- 12 加盟率の変化 立地する区別 



 

１２ 

 

商店街の構成業種と不足業種 

ほとんどの商店街には「理容室・美容室」、もしくは、「飲食店（食事）」があり、店舗数では「飲食店

（食事）」が中心。商店街が主に不足していると感じている業種は「鮮魚」、「精肉」、「青果」である

のに対して、消費者は「パン・ベーカリー」、「飲食店（喫茶・ファストフード）」、「書籍・文具」の開

店・増加を望んでいる。 

 

「理容室・美容室」を有する商店街は 79.3%、「飲食店（食事）」は 78.4%を占め、経年で見ても大

きな変化は見られない。一方、平成 30 年度以降上昇が大きい業種は「保育施設・学童・子育て

支援施設」、「エステ・整体」、低下が大きい業種は「日用雑貨・身のまわり品」、「衣料品」、「精

肉」となっている。店舗数では、飲食店（食事）が 23.4%を占め、突出している。 

  



 

１３ 

 

商店街を構成する店舗の数 （当該業種・業態店舗を有する商店街数） 全体 （n=241） 

 
図表 2- 13 商店街構成店舗 当該業種・業態店舗を有する商店街数 

  



 

１４ 

 

商店街構成店舗 （当該業種・業態店舗を有する商店街数） 経年比較  

全対象者 令和 5 年度 (n=241) 令和 2 年度 (n=249) 平成 30 年度 (n=231) 

 

図表 2- 14 商店街構成店舗 当該業種・業態店舗を有する商店街数 経年 

 

  



 

１５ 

 

商店街区域を構成する店舗の数 （当該業種・業態店舗数） 店舗総数 （n=11,763） 

 

図表 2- 15 商店街構成店舗 当該業種・業態店舗数 

  



 

１６ 

 

商店街が不足していると感じている業種・業態は、「鮮魚」、「精肉」、「青果」が 2 割前後で上位と

なっている。 

 

商店街区域に不足していると感じている業種・業態 全体 （n=241） 

 

図表 2- 16 不足していると感じている業種・業態 

 

 



 

１７ 

 

経年で見ると、「鮮魚」、「精肉」は令和 2 年度から 6 ポイント前後の低下となっている。一方、令

和 2 年度から約 5～6 ポイントの上昇が見られるものは、「飲食店（食事）」、「日用雑貨・身のま

わり品」、「飲食店（喫茶・ファストフード）」となっている。 

 

不足していると感じている業種・業態 経年比較 

全対象者 令和 5 年度 (n=241) 令和 2 年度 (n=249) 平成 30 年度 (n=231) 

 
図表 2- 17 不足していると感じている業種・業態 経年比較 

  



 

１８ 

 

消費者が開店・増加を望む業種と比較すると、商店街が特に不足を感じている「鮮魚」、「精肉」、

「青果」については、消費者の希望がそれほど強くない。逆に消費者が開店・増加を望む「パン・ベ

ーカリー」、「飲食店（喫茶・ファストフード）」、「書籍・文具」については、商店街はそれほど不足を

感じておらず、商店街と消費者の間にギャップがある。 

 

商店街の不足を感じるものと消費者が開店・増加を望むものの比較 

 

図表 2- 18 商店街の不足を感じるものと消費者が開店・増加を望むものの比較 

 



 

１９ 

 

商店街の活動 

商店街の活動の中心は「街路灯・アーケード等商業基盤施設の維持管理」、「地域交流イベント

の開催（祭り等）」、「防犯・防災活動」。今後取り組みたい活動に目立ったものは無く、活動領域

が広がる様子は見られない。 

 

「街路灯・アーケード等商業基盤施設の維持管理」、「地域交流イベントの開催（祭り等）」、「防

犯・防災活動」は 6 割前後の商店街が行う中心的な活動となっている。 

 

商店街の活動内容 全体 （n=241）

 

図表 2- 19 商店街の活動内容 



 

２０ 

 

経年で見ると、「街路灯・アーケード等商業基盤施設の維持管理」、「地域交流イベントの開催（祭

り等）」に大きな変化は見られないが、「青年部の組織化などの担い手づくり」、「中元・歳末期セー

ル（福引等）」、「セール（中元・歳末期以外）」は平成 30 年度以降の 5 年間で約 7～8 ポイント

の低下となっている。 

 

経年比較 全対象者 令和 5 年度 (n=241) 令和 2 年度 (n=249) 平成 30 年度 (n=231) 

 

図表 2- 20 活動内容 経年比較 



 

２１ 

 

今後取り組みたいと考えている活動について全体で見ると、突出して高いものはなく、トップの「ポイ

ントカード・スタンプの発行」、「青年部の組織化などの担い手づくり」でも 10.8%にとどまる。 

 

今後取り組みたいと考えている活動 全体 （n=241） 

 

図表 2- 21 今後取り組みたいと考えている活動 

  



 

２２ 

 

会員の参加状況と悩み 

商店街組織に積極的に参加する会員が減少傾向にあり、「商店街活動を担う人材の不足」や「売上・

来街者の減少」が主な悩みとなっている。この状況に対して、「新たな補助金、助成金」や「街路灯、ア

ーケード等の補修に対する支援・助成金」、「地域の活性化」が期待されている。 

 

積極的に参加する会員の状況については「減った」（29.9%）が「増えた」（17.4%）を上回っている。 

 

最近 3 年で、商店街活動に積極的に参加する会員 全体 （n=241） 

 

図表 2- 22 積極的に参加する会員の状況 

 

  



 

２３ 

 

経年で見ると、平成 30 年度以降の 5 年間で「増えた」は 2.7 ポイント上昇しているものの、「減っ

た」の上昇は 4.4 ポイントと大きく、結果として積極的に参加する会員は減っている。 

 

積極的に参加する会員の状況 経年比較 

全対象者 令和 5 年度 (n=241) 令和 2 年度 (n=249) 平成 30 年度 (n=231) 

 

図表 2- 23 積極的に参加する会員の状況 経年比較 

  



 

２４ 

 

立地する区別で見ると、金沢区では「増えた」が 46.7%を占め「減った」の 13.3%を上回っているの

に対して、鶴見区、港北区では「増えた」が 1 割未満にとどまる中で、「減った」が 4～5 割を占

め、積極的に参加する会員の減少が大きい。 

 

積極的に参加する会員の状況 立地する区別 

 

図表 2- 24 積極的に参加する会員の状況 立地する区別 



 

２５ 

 

現在の悩みについては、「売上・来街者の減少」、「商店街活動を担う人材の不足」が 4 割超で

上位となっている。 

 

現在の悩み 全体 （n=241） 

 

図表 2- 25 現在の悩み 

  



 

２６ 

 

現在の悩みについて平成 30 年度以降の変化を見ると、「魅力ある店舗の不足」（11.1 ポイント低

下）、「経営者の高齢化」（8.0 ポイント低下）等、悩みが弱まっているものがある一方で、空き店

舗・空き地の増加」（6.3 ポイント上昇）、「商店街活動を担う人材の不足」（4.7 ポイント上昇）には

上昇が見られる。 

 

現在の悩み 経年比較 

全対象者 令和 5 年度 (n=241) 令和 2 年度 (n=249) 平成 30 年度 (n=231) 

 
図表 2- 26 現在の悩み 経年比較 



 

２７ 

 

現在の悩みについて立地する区別で見ると、磯子区、金沢区、保土ケ谷区、神奈川区では「売

上・来街者の減少」、青葉区、港北区では「商店街活動を担う人材の不足」、鶴見区では「経営

者の高齢化」が半数以上で高くなっている。 

 

現在の悩み 立地する区別 （1） 

 

図表 2- 27 現在の悩み 立地する区別 （1） 

 

  

1位の項目

全体 青葉区 旭区 泉区 磯子区 神奈川区 金沢区
(n=241) (n=16) (n=7) (n=7) (n=13) (n=20) (n=15)

売上・来街者の減少 43.6% 12.5% 71.4% 57.1% 69.2% 50.0% 60.0%

商店街活動を担う人材の不足 41.1% 56.3% 0.0% 42.9% 46.2% 35.0% 46.7%

経営者の高齢化 35.3% 25.0% 71.4% 71.4% 53.8% 30.0% 26.7%

後継者の不在 34.0% 25.0% 42.9% 57.1% 53.8% 20.0% 40.0%

魅力ある店舗の不足 27.0% 25.0% 57.1% 28.6% 38.5% 40.0% 26.7%

空き店舗・空き地の増加 22.8% 0.0% 28.6% 14.3% 46.2% 30.0% 13.3%

業種のバランスが悪い 22.8% 25.0% 0.0% 42.9% 23.1% 20.0% 46.7%

店舗の老朽化 20.7% 6.3% 28.6% 28.6% 46.2% 15.0% 20.0%

街路灯・アーケード等の
商業基盤施設の老朽化

17.0% 12.5% 0.0% 14.3% 30.8% 15.0% 20.0%

会員の商店街活動に対する
意欲の低下・退会者の増加

12.0% 6.3% 0.0% 14.3% 23.1% 10.0% 33.3%

未加入店舗の増加 11.6% 12.5% 0.0% 14.3% 23.1% 10.0% 6.7%

駐車場や駐輪場の不足 9.5% 18.8% 14.3% 14.3% 15.4% 5.0% 26.7%

魅力あるイベントの不足 8.7% 18.8% 0.0% 14.3% 30.8% 5.0% 6.7%

経営者の意欲低下 7.1% 12.5% 0.0% 28.6% 15.4% 5.0% 6.7%

放置自転車の対策 4.1% 0.0% 0.0% 0.0% 15.4% 0.0% 6.7%

会費収入の減少・滞納の増加 3.3% 0.0% 0.0% 0.0% 15.4% 5.0% 6.7%

保有資産管理の負担増加 2.5% 0.0% 0.0% 0.0% 15.4% 5.0% 0.0%

悩みの相談先がない、
見つからない

1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 15.4% 10.0% 0.0%

その他 5.8% 6.3% 0.0% 0.0% 7.7% 5.0% 13.3%

立地する区別



 

２８ 

 

現在の悩み 立地する区別 （2） 

 

図表 2- 28 現在の悩み 立地する区別 （2） 

  

1位の項目

全体 港南区 港北区 栄区 瀬谷区 都筑区 鶴見区
(n=241) (n=4) (n=22) (n=3) (n=7) (n=8) (n=24)

売上・来街者の減少 43.6% 25.0% 31.8% 33.3% 42.9% 25.0% 45.8%

商店街活動を担う人材の不足 41.1% 25.0% 50.0% 33.3% 42.9% 62.5% 41.7%

経営者の高齢化 35.3% 0.0% 36.4% 33.3% 42.9% 0.0% 58.3%

後継者の不在 34.0% 0.0% 45.5% 33.3% 42.9% 12.5% 33.3%

魅力ある店舗の不足 27.0% 50.0% 27.3% 0.0% 0.0% 12.5% 29.2%

空き店舗・空き地の増加 22.8% 75.0% 13.6% 33.3% 28.6% 12.5% 16.7%

業種のバランスが悪い 22.8% 50.0% 27.3% 0.0% 28.6% 50.0% 20.8%

店舗の老朽化 20.7% 0.0% 18.2% 100.0% 14.3% 0.0% 12.5%

街路灯・アーケード等の
商業基盤施設の老朽化

17.0% 25.0% 27.3% 0.0% 14.3% 12.5% 4.2%

会員の商店街活動に対する
意欲の低下・退会者の増加

12.0% 0.0% 4.5% 0.0% 0.0% 0.0% 20.8%

未加入店舗の増加 11.6% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 12.5%

駐車場や駐輪場の不足 9.5% 25.0% 4.5% 33.3% 0.0% 37.5% 4.2%

魅力あるイベントの不足 8.7% 0.0% 4.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

経営者の意欲低下 7.1% 0.0% 9.1% 0.0% 28.6% 0.0% 4.2%

放置自転車の対策 4.1% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

会費収入の減少・滞納の増加 3.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

保有資産管理の負担増加 2.5% 25.0% 4.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

悩みの相談先がない、
見つからない

1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

その他 5.8% 0.0% 4.5% 0.0% 0.0% 37.5% 8.3%

立地する区別



 

２９ 

 

現在の悩み 立地する区別 （3） 

 

図表 2- 29 現在の悩み 立地する区別 （3） 

 

 

  

1位の項目

全体 戸塚区 中区 西区 保土ケ谷区 緑区 南区
(n=241) (n=11) (n=41) (n=18) (n=16) (n=5) (n=4)

売上・来街者の減少 43.6% 9.1% 48.8% 38.9% 56.3% 60.0% 25.0%

商店街活動を担う人材の不足 41.1% 45.5% 34.1% 38.9% 31.3% 60.0% 50.0%

経営者の高齢化 35.3% 9.1% 22.0% 38.9% 43.8% 40.0% 50.0%

後継者の不在 34.0% 27.3% 24.4% 38.9% 37.5% 60.0% 50.0%

魅力ある店舗の不足 27.0% 18.2% 14.6% 16.7% 37.5% 80.0% 25.0%

空き店舗・空き地の増加 22.8% 18.2% 24.4% 16.7% 31.3% 40.0% 50.0%

業種のバランスが悪い 22.8% 9.1% 14.6% 11.1% 25.0% 40.0% 0.0%

店舗の老朽化 20.7% 9.1% 29.3% 22.2% 12.5% 60.0% 0.0%

街路灯・アーケード等の
商業基盤施設の老朽化

17.0% 0.0% 12.2% 33.3% 31.3% 40.0% 0.0%

会員の商店街活動に対する
意欲の低下・退会者の増加

12.0% 0.0% 12.2% 11.1% 0.0% 40.0% 50.0%

未加入店舗の増加 11.6% 18.2% 17.1% 5.6% 6.3% 60.0% 25.0%

駐車場や駐輪場の不足 9.5% 18.2% 4.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

魅力あるイベントの不足 8.7% 9.1% 4.9% 16.7% 12.5% 40.0% 0.0%

経営者の意欲低下 7.1% 9.1% 2.4% 0.0% 6.3% 20.0% 0.0%

放置自転車の対策 4.1% 0.0% 9.8% 11.1% 0.0% 0.0% 0.0%

会費収入の減少・滞納の増加 3.3% 9.1% 4.9% 5.6% 0.0% 0.0% 0.0%

保有資産管理の負担増加 2.5% 0.0% 2.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

悩みの相談先がない、
見つからない

1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

その他 5.8% 0.0% 4.9% 5.6% 0.0% 0.0% 0.0%

立地する区別



 

３０ 

 

充実してほしい支援策については、「新たな補助金、助成金」が 4 割超、「地域の活性化」、「街

路灯、アーケード等の補修に対する支援・助成金」が 3 割前後で上位となっている。 

 

充実してほしい支援策 全体 （n=241） 

 

図表 2- 30 充実してほしい支援策 

 

  



 

３１ 

 

地域における課題については、「商店街・繁華街の衰退」、「少子高齢化」、「自治組織や地域活

動の担い手不足」が 4 割超で上位となっている。「少子高齢化」、「自治組織や地域活動の担い

手不足」には、令和 2 年度から 10 ポイント前後の上昇が見られる。 

 

地域における課題 全体 （n=241） 

 

図表 2- 31 地域における課題 

 

  



 

３２ 

 

地域における課題 経年比較 

全対象者 令和 5 年度 (n=241) 令和 2 年度 (n=249) 

※平成 30 年度は聴取していない 

 

図表 2- 32 地域における課題 経年比較 

 



 

３３ 

 

空き店舗の状況 

空き店舗を 1 店舗以上抱える商店街の割合は約 6 割を占め、平成３０年度以降上昇が続く。

業種で多いのは「飲食店（食事）」であり、主な理由は約 2 割を占める「経営者の高齢化・後継者

の不在」、約 1 割を占める「経営状態の悪化」である。空き店舗になった時期は「3 年以上前」が

約 3 割を占め、家主が貸す意思を継続しにくい原因となりうる。 

 

空き店舗数については、「1 店舗以上（「1 店舗」～「10 店舗以上」の合計値）」で見ると約 6 割、

「2 店舗以上（「2～3 店舗」～「10 店舗以上」の合計値）」でもほぼ半数となり、空き店舗を抱える

商店街は少なくない。また、平成 30 年度と比較すると、「1 店舗以上」で見ると平成 30 年度以

降の 5 年間で 4 ポイント上昇している。 

 

空き店舗 全体 （n=241） 

 

図表 2- 33 空き店舗数 

  

1 店舗以上 

60.2% 

2 店舗以上 

49.8% 



 

３４ 

 

空き店舗数 経年比較 

全対象者 令和 5 年度 (n=241) 令和 2 年度 (n=249) 平成 30 年度 (n=231) 

 

図表 2- 34 空き店舗数 経年 

  

  

空き店舗1店舗以上

令和5年度 60.2%

令和2年度 59.7%

平成30年度 56.2%



 

３５ 

 

空き店舗数について立地する区別で見ると、磯子区、保土ケ谷区、鶴見区は「1 店舗以上」が約

7～8 割と高くなっている。 

 

空き店舗数 立地する区別 

 

図表 2- 35 空き店舗数 立地する区別 

全体 港南区 港北区 栄区 瀬谷区 都筑区 鶴見区
(n=241) (n=4) (n=22) (n=3) (n=7) (n=8) (n=24)

0店舗 28.6% 25.0% 22.7% 33.3% 28.6% 62.5% 16.7%

1店舗 10.4% 25.0% 9.1% 0.0% 0.0% 0.0% 8.3%

2～3店舗 19.9% 0.0% 40.9% 66.7% 28.6% 12.5% 29.2%

4～5店舗 14.1% 25.0% 9.1% 0.0% 28.6% 0.0% 12.5%

6～9店舗 7.9% 0.0% 4.5% 0.0% 0.0% 0.0% 4.2%

10店舗以上 7.9% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 12.5% 16.7%

その他 0.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

無回答 10.4% 0.0% 13.6% 0.0% 14.3% 12.5% 12.5%

立地する区別

全体 戸塚区 中区 西区 保土ケ谷区 緑区 南区
(n=241) (n=11) (n=41) (n=18) (n=16) (n=5) (n=4)

0店舗 28.6% 63.6% 34.1% 44.4% 12.5% 20.0% 0.0%

1店舗 10.4% 0.0% 7.3% 5.6% 18.8% 40.0% 25.0%

2～3店舗 19.9% 9.1% 14.6% 22.2% 25.0% 40.0% 25.0%

4～5店舗 14.1% 18.2% 14.6% 0.0% 25.0% 0.0% 50.0%

6～9店舗 7.9% 9.1% 12.2% 0.0% 6.3% 0.0% 0.0%

10店舗以上 7.9% 0.0% 9.8% 11.1% 6.3% 0.0% 0.0%

その他 0.8% 0.0% 2.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

無回答 10.4% 0.0% 4.9% 16.7% 6.3% 0.0% 0.0%

立地する区別

1位の項目

全体 青葉区 旭区 泉区 磯子区 神奈川区 金沢区
(n=241) (n=16) (n=7) (n=7) (n=13) (n=20) (n=15)

0店舗 28.6% 37.5% 42.9% 14.3% 7.7% 30.0% 13.3%

1店舗 10.4% 6.3% 0.0% 28.6% 23.1% 10.0% 13.3%

2～3店舗 19.9% 31.3% 14.3% 14.3% 7.7% 5.0% 0.0%

4～5店舗 14.1% 0.0% 14.3% 0.0% 23.1% 20.0% 26.7%

6～9店舗 7.9% 12.5% 28.6% 14.3% 7.7% 10.0% 13.3%

10店舗以上 7.9% 6.3% 0.0% 0.0% 23.1% 10.0% 0.0%

その他 0.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 6.7%

無回答 10.4% 6.3% 0.0% 28.6% 7.7% 15.0% 26.7%

立地する区別



 

３６ 

 

閉店前の業種で最も高いのは、約 1 割を占める「飲食店（食事）」である。経年で見ると、令和 2

年度から大きな変化は見られない。 

 

閉店前の業種  合計空き店舗数 （n= 672） 

   

図表 2- 36 閉店前の業種 

 



 

３７ 

 

閉店前の業種 経年比較 

空き店舗数 令和 5 年度 (n= 672) 令和 2 年度 (n=704) 平成 30 年度 (n=571) 

 

図表 2- 37 閉店前の業種 経年比較 

  



 

３８ 

 

空き店舗となった時期については、「３年以上前」が 28.8%、「１年以内」が 18.4%を占める。 

 

空き店舗となった時期 合計空き店舗数 （n= 672） 

 

図表 2- 38 空き店舗となった時期 

 

閉店の理由については、「経営者の高齢化・後継者の不在」が約 2 割、「経営状態の悪化（売上

の減少・大型店との競争激化・家賃負担が大きい等）」が約 1 割で上位となっている。 

 

閉店の理由 合計空き店舗数 （n= 672） 

 

図表 2- 39 閉店の理由 



 

３９ 

 

閉店の理由について令和 2 年度からの変化を見ると、「経営者の高齢化・後継者の不在」は大き

く変わらず、「経営状態の悪化（売上の減少・大型店との競争激化・家賃負担が大きい等）」は

5.6 ポイントの低下となっている。 

 

閉店の理由 経年比較 

空き店舗数 令和 5 年度 (n= 672) 令和 2 年度 (n=704) 平成 30 年度 (n=571) 

 

図表 2- 40 閉店の理由 経年比較 

 

  



 

４０ 

 

家主の意思については、「貸す意思がある」は令和 2 年度から 4.8 ポイント低下しているものの、

22.6%を占め、「貸す意思がない」の 7.3%を上回っている。空き店舗となった時期との関係を見る

と、1 年以内の場合、「貸す意思がある」は半数を占めるのに対して、3 年以上前の場合、28.4%

にとどまる。 

 

 

家主の意思 経年比較 

空き店舗数 令和 5 年度 (n= 672) 令和 2 年度 (n=704) 平成 30 年度 (n=571) 

 

図表 2- 41 家主の意思 経年比較 

 

 

家主の意思 空き店舗となった時期別 

 

図表 2- 42 家主の意思 空き店舗となった時期別 

  

１年以内 １～２年前 ３年以上前 わからない
(n=124) (n=76) (n=194) (n=21)

貸す意思がある 50.0% 42.1% 28.4% 4.8%

貸す意思がない 4.8% 9.2% 13.4% 33.3%

わからない 38.7% 40.8% 53.6% 57.1%

無回答など 6.5% 7.9% 4.6% 4.8%

空き店舗となった時期別

1位の項目



 

４１ 

 

空き店舗が埋まらない理由については、「積極的な募集をしていない（当面、空き店舗のままで困

らない）」、「開業希望者が見つからない」、「家賃が高い」が 3 割超で上位となっている。 

 

 

空き店舗がある場合、埋まらない理由として考えられる理由  

空き店舗がある商店街全体 （n=146） 

 

図表 2- 43 空き店舗が埋まらない理由 

 

  



 

４２ 

 

施設の所有と保全・維持管理 

約 7 割の商店街が施設（街路灯、アーケード、アーチ（片アーチ））を保有している。主な課題は

「保全・維持管理の費用の負担」である。 

 

街路灯、アーケード、アーチ（片アーチ）の所有については、「街路灯を所有している」は約 6 割、

「アーケードを所有している」、「アーチ（片アーチ）を所有している」は 1 割前後を占める。一方で、

「いずれも所有していない」は 2 割台となっている。 

 

街路灯、アーケード、アーチ（片アーチ）の所有 全体 （n=241） 

 

図表 2- 44 街路灯、アーケード、アーチ（片アーチ）の所有 

 

  



 

４３ 

 

施設の保全・維持管理における課題については、「保全・維持管理の費用の負担が大きい」が約

半数を占めトップであり、経年で見ると、令和 2 年度から 11.1 ポイント上昇している。「中・長期的

な修繕計画がない」も約 3 割で上位となっており、平成 30 年度以降の 5 年間で 9 ポイントの上

昇が見られる。 

 

施設の保全・維持管理における課題 

「街路灯」、「アーケード」、「アーチ（片アーチ）」のいずれかを所有している商店街 （n=160） 

 

 

図表 2- 45 施設の保全・維持管理における課題 

 

  



 

４４ 

 

施設の保全・維持管理における課題 経年比較 

「街路灯」、「アーケード」、「アーチ（片アーチ）」のいずれかを所有している商店街  

令和 5 年度 (n=160) 令和 2 年度 (n=175) 平成 30 年度 (n=174) 

 

図表 2- 46 施設の保全・維持管理における課題 経年比較 

 

  



 

４５ 

 

施設の保全・維持管理の課題について検討・対策していることについて、施設の保全・維持管理

に何らかの課題がある商店街で見ると、「修繕・改修・建て替え」が約 4 割、「調査・点検、修繕計

画策定の外部委託」が約 3 割で上位。一方で、「現在、具体的な検討・対策はしていない」も約

3 割を占める。 

 

施設の保全・維持管理の課題について、検討・対策をしていること 

 施設の保全・維持管理に何らかの課題がある商店街 （n=114） 

 

図表 2- 47 施設の保全・維持管理の課題について検討・対策していること 

 

 

  



 

４６ 

 

施設の保全・維持管理の課題について検討・対策をしていない理由について具体的な検討・対

策はしていない商店街全体で見ると、「課題に緊急性がない」が 59.4%で突出している。 

 

 施設の保全・維持管理の課題について、検討・対策をしていない理由 

 「現在具体的な検討・対策はしていない」商店街 （n=32） 

 

 

図表 2- 48 施設の保全・維持管理の課題について検討・対策をしていない理由 

 

  



 

４７ 

 

来街者の状況と外国人観光客への対応 

来街者数は令和 2 年度から改善している。一方で、外国人観光客の取り込みについては多くの

商店街が消極的。コミュニケーションが主な課題となっている。 

 

来街者数の変化については、「減少した」が 36.5%で「増加した」の 16.6%を上回っているものの、

令和 2 年度から「増加した」が 13.8 ポイント上昇しているうえ、「減少した」が 26.6 ポイント低下

し、改善が見られる。 

 

来街者数の変化 経年比較 

全対象者 令和 5 年度 (n=241) 令和 2 年度 (n=249) 平成 30 年度 (n=231) 

 
図表 2- 49 来街者数の変化 経年比較 

 

 

 

 

 

  



 

４８ 

 

来街者数の変化を立地する区別で見ると、西区、中区では、「増加した」が「減少した」を上回り、

改善が見られるのに対して、鶴見区では「減少した」が 62.5%、磯子区では 53.8%、保土ケ谷区で

は 43.8%を占め、状況が厳しい。 

 

来街者数の変化 立地する区別 

 

図表 2- 50 来街者数の変化 立地する区別 



 

４９ 

 

外国人観光客への対応については、来街者として「取り込みたいとは思わない」が 61.0%を占め、

「取り込みたいと思う」は 27.0%にとどまる。 

 

外国人観光客を来街者として取り込みたいか。 全体 （n=241） 

 

図表 2- 51 外国人観光客を来街者として取り込みたいか 

  



 

５０ 

 

来街者としての取り込みについて立地する区別で見ると、中区は「取り込みたいと思う」が 68.3%を

占めるのに対して、磯子区、戸塚区、金沢区、鶴見区、港北区、神奈川区では「取り込みたいとは

思わない」が 7 割以上と高くなっている。 

 

外国人観光客を来街者として取り込みたいか 立地する区別 

 

図表 2- 52 外国人観光客を来街者として取り込みたいか 立地する区別 

 



 

５１ 

 

実施している外国人観光客取り込み策については、「多言語マップ」、「Wi-Fi 整備」が 3 割超で

上位。一方、「未実施」も 3 割超となっている。 

 

現在実施している外国人観光客取り込み策 

外国人観光客を「取り込みたいと思う」商店街 （n= 65） 

 

図表 2- 53 実施している外国人観光客取り込み策 

 

  



 

５２ 

 

今後取り組みたい事業についても、「多言語マップ」、「Wi-Fi 整備」は 3 割超で上位となってい

る。 

 

今後取り組みたい事業 

外国人観光客を「取り込みたいと思う」商店街 （n= 65） 

 

図表 2- 54 今後取り組みたい事業 

 

  



 

５３ 

 

外国人観光客を取り込む場合の課題はコミュニケーションに関連するものが主要となっており、

「外国語対応」が 7 割超で突出し、「求めているサービスの把握」が約 3 割で続く。 

 

外国人観光客を取り込む場合の課題 

外国人観光客を「取り込みたいと思う」商店街 （n= 65） 

 

図表 2- 55 外国人観光客を取り込む場合の課題 

 

  



 

５４ 

 

商店街の景況感 

商店街の景気は「中止していた事業（イベント等）の開催」等もあり、令和 2 年度から大幅に改善

している。 

 

現在の商店街の景気については、「悪くなった」が 34.4%で「良くなった」の 16.2%を上回っている

ものの、令和 2 年度から「良くなった」が 15.4 ポイント上昇しているうえ、「悪くなった」が 45.5 ポイ

ント低下し大幅な改善が見られる。 

 

現在の商店街の景気 経年比較 

全対象者 令和 5 年度 (n=241) 令和 2 年度 (n=249) 平成 30 年度 (n=231) 

 

図表 2- 56 現在の商店街の景気 経年比較  

 

  



 

５５ 

 

現在の商店街の景気について立地する区別で見ると、中区、西区では「良くなった」が「悪くなっ

た」を上回り、改善が見られるのに対して、磯子区では「悪くなった」が 69.2%、保土ケ谷区では

56.3%、鶴見区では 45.8%を占め、状況が厳しい。 

 

現在の商店街の景気 立地する区別 

 

図表 2- 57 現在の商店街の景気 立地する区別 

 



 

５６ 

 

コロナウイルス感染症５類移行の影響については、「中止していた事業（イベント等）の開催」が

60.6%を占め、突出している。 

 

コロナウイルス感染症が５類に移行した影響 全体（n=241） 

 

図表 2- 58 コロナウイルス感染症５類移行の影響 

 

  



 

５７ 

 

コロナ禍の取組で現在も行っていることについては、「店舗や商店街の消毒活動」、「衛生用品の

配布（マスクやアルコール等）」、「キャッシュレス決済導入の推進」が 2 割超で上位。一方で、

「特に何も実施していない」も 2 割超となっている。 

 

コロナ禍の取り組みで現在も継続して行っていること 全体 （n=241） 

 
図表 2- 59 コロナ禍の取組で現在も行っていること 

  



 

５８ 

 

デジタル化の推進のために現在取り組んでいることについては、「ホームページ制作・運用」が 4

割超を占めトップ。次いで、約 3 割を占める「会員間の連絡手段のデジタル化（メール・LINE

等）」、「SNS（X：旧 Twitter や Instagram 等）の活用」となっている。 

 

デジタル化の推進のために、商店会で現在取り組んでいること 全体 （n=241） 

 

図表 2- 60 デジタル化の推進のために現在取り組んでいること 

 

  



 

５９ 

 

東京都の商店街におけるデジタル化の推進状況と比較すると、東京都の商店街は横浜市よりも

デジタル化の推進が浸透している。「ホームページ制作・運用」、「会員間の連絡手段のデジタル

化」、「SNS の活用」、「キャッシュレス決済の導入」は東京都でも上位の取組であり、「キャッシュレ

ス決済の導入」、「ホームページ制作・運用」において、横浜市の商店街は東京都を 10 ポイント

前後下回っている。また、「特に取り組んでいない/取り組む予定はない」では、横浜市が東京都

を 10 ポイント以上、上回っている。 

 

デジタル化の推進 - 東京都内商店街との比較 

横浜市 全体 （n=222）、東京都 全体 （n=753） ※横浜市、東京都ともに無回答者を除く 

 

図表 2- 61 デジタル化の推進 - 東京都内商店街との比較 

 

(*)令和４年度東京都商店街実態調査：東京都内の全商店街（2,374 商店街 令和４年 10 月現在）を対象として、令和４年

10 月〜令和５年 1 月に郵送配布・郵送回収で実施。回収数は 1,349 件（回収率：60.5％）。 

報告書：https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/toukei/chushou/ef30f8c14fa5590ce238bb19480d2dd7_1.pdf 

https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/toukei/chushou/ef30f8c14fa5590ce238bb19480d2dd7_1.pdf
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	来街者としての取り込みについて立地する区別で見ると、中区は「取り込みたいと思う」が68.3%を占めるのに対して、磯子区、戸塚区、金沢区、鶴見区、港北区、神奈川区では「取り込みたいとは思わない」が7割以上と高くなっている。
	実施している外国人観光客取り込み策については、「多言語マップ」、「Wi-Fi整備」が3割超で上位。一方、「未実施」も3割超となっている。
	今後取り組みたい事業についても、「多言語マップ」、「Wi-Fi整備」は3割超で上位となっている。
	外国人観光客を取り込む場合の課題はコミュニケーションに関連するものが主要となっており、「外国語対応」が7割超で突出し、「求めているサービスの把握」が約3割で続く。

	商店街の景況感
	商店街の景気は「中止していた事業（イベント等）の開催」等もあり、令和2年度から大幅に改善している。
	現在の商店街の景気については、「悪くなった」が34.4%で「良くなった」の16.2%を上回っているものの、令和2年度から「良くなった」が15.4ポイント上昇しているうえ、「悪くなった」が45.5ポイント低下し大幅な改善が見られる。
	現在の商店街の景気について立地する区別で見ると、中区、西区では「良くなった」が「悪くなった」を上回り、改善が見られるのに対して、磯子区では「悪くなった」が69.2%、保土ケ谷区では56.3%、鶴見区では45.8%を占め、状況が厳しい。
	コロナウイルス感染症５類移行の影響については、「中止していた事業（イベント等）の開催」が60.6%を占め、突出している。
	コロナ禍の取組で現在も行っていることについては、「店舗や商店街の消毒活動」、「衛生用品の配布（マスクやアルコール等）」、「キャッシュレス決済導入の推進」が2割超で上位。一方で、「特に何も実施していない」も2割超となっている。
	デジタル化の推進のために現在取り組んでいることについては、「ホームページ制作・運用」が4割超を占めトップ。次いで、約3割を占める「会員間の連絡手段のデジタル化（メール・LINE等）」、「SNS（X：旧TwitterやInstagram等）の活用」となっている。
	東京都の商店街におけるデジタル化の推進状況と比較すると、東京都の商店街は横浜市よりもデジタル化の推進が浸透している。「ホームページ制作・運用」、「会員間の連絡手段のデジタル化」、「SNSの活用」、「キャッシュレス決済の導入」は東京都でも上位の取組であり、「キャッシュレス決済の導入」、「ホームページ制作・運用」において、横浜市の商店街は東京都を10ポイント前後下回っている。また、「特に取り組んでいない/取り組む予定はない」では、横浜市が東京都を10ポイント以上、上回っている。
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